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電気自動車（ＥＶ）の開発の歴史

第２次ＥＶブーム
１９９０年頃

カリフォルニアZEV規制

第３次ＥＶブーム
2010年頃
リ－フ等

・ Ｍｎタイプリチウムイオン電池の実用化成功
・ 軽・小型自動車を中心とし本格開発の開始
・ 商品としての販売

・ 動力性能の不足、電池の能力不足
・ 周辺技術の不足（残量計、急速充電）
➔ハイブリッドの開発中心へシフト
※電動動力系、エネルギー回生技術の蓄積

・ガソリン車に先駆けＥＶ実用化（英国）
➔その後、航続距離課題等で姿を消す
・第２次大戦後：約３３００台普及（日本）
※東京電気自動車（株）（後に日産に合併）他の製造

第１次ＥＶブーム
１９７０年代
オイルショック後

・政府主導でＥＶ技術開発
➔試作・実験レベル

ＥＶ黎明期
１９００年頃
～1940年代

第４次ＥＶブーム
現在

・ 気候変動・エネ安全保障対策として本格導入
・ 自動運転との組み合わせ
・ 各社で主力モデルに投入

1990 NAV
環境庁

2004 リ－フの電
池開発補助 環
境省石油特会最
初の事業

本気で作らず
評判を落とす
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NAV

石油特会公健法予防事業

NOx・PM法車種規制

日本のEV開発の流れ
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ネガティブ・キャンペ-ンで歪められた電気自動車像
電気自動車 vs 化石燃料自動車

〇1990年:日産のスカイラインの設計者桜井さんに聞いた話
桜井さん:東京電気自動車→プリンス自動車工業→日産自動車

①自動車の原動機としては、ガソリンエンジンより、電気モ－タ－の方が、本来適している。
ガソリンエンジンは適していないので、クラッチやトランスミッションなどの余計な機械を用いて無
理に動かしている。(ゼロ回転からトルクがある、回転数によらず高効率等。)

②元々自動車が発明された時は電気自動車であったが、しかし、その後ガソリンエンジンが発明され
ると航続距離の長いガソリン車に取って代わられた。高性能な蓄電池の開発ができなかったから。

〇1990年頃のEV開発者の認識

①動力性能や運動性能はガソリン車よりも高性能にできる
②部品点数が少なくなるので本質的には低コストになり得る
③車両の設計の自由度が大きくなる

〇自動車開発者の常識:自動車は単なる移動手段ではなく、運転を楽しむレジャ－機器でもある

〇「電気自動車は、せいぜいコミュ－タ－カ－くらいにしか使えない。」という素人の常識論

基礎知識 1



基礎知識 2

〇自動車はシェアトップグル－プの量産規模にならないと安くならない
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一般的なモデルの売上げ

1モデル当たり2～5万台

売れ筋モデルの売上げ

1モデル当たり5～15万台

トップシェアモデルの売上げ

20万台

〇本格的に普及するには、複数モデルが必要

プリウスでも20万台/年程度・・・年間100万台規模で普及拡大するには複数モデルが必要
テスラのモデル3は、20万台/年に成長→一人前の製造規模となった

・公共交通的利用のコミュ－タ－カ－では、価格が安く
なるような量産規模にならない
・「量産規模と価格」は「鶏と卵」の関係
・プリウスも最初は赤字覚悟で大衆車価格で思い切って
市場に投入・・・投資判断
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・日産自動車は2013年1月
14日（米国時間）、電気
自動車（EV）「リーフ」
の改良モデルの北米市場
における販売価格を発表
した。今回の改良モデル
から導入した、低価格が
特徴の「Sグレード」は2
万8800米ドル（約258万
円）で販売する。
(日本では335万円)

価格(量産規模)と需要 : 「鶏と卵」の関係



余 談

幻の電動バイク 1990年頃

〇原付クラスのスク－タ－は、一日の走行距離が短いので、当時の蓄電池性能でも商品性の高
い電動車両が作れるかもしれないということで、九州電力に委託し電動スク－タ－制作。
〇同じころ、ホンダは、競争の激しい原付バイクの目玉商品として電動Dioの開発を行い、主力

商品としようとした。開発は完成し、主力商品ということで念のために運輸省に型式申請をしたが、
運輸省の審査能力がなく棚ざらしとされ、ホンダは断念。電動Dioは幻の主力商品となる。
この時開発した技術をヤマハに売り、世界初で商品化されたのが電動アシスト自転車である。

NAVの制作 1990年

〇ガソリン車を適当に改造した電動車両でお茶を濁すメ－カ－が
多かったこともあり、当時は、電動車両は自動車としてとても使い
物にならないという評価が定着していた。

〇これを覆すために、電動車両でも本格的なスポ－ツカ－の性能
を出すことができること。改造ではなく電動車両として最初から設
計すれば、当時の技術でも高性能のEVが作れることを示すため
に、NAVを制作。新日鉄への補助により、東京R&Dが製造。
同じころに米国GMも同じコンセプトのIMPACTを発表。

NAV

IMPACT(GM)

九州電力(東京R&D)

ホンダ Dio(ガソリン車)



基礎知識 3

〇市場に受け入れられる「魅力」がなければシェアトップグル－プに入れない → 高価格

2010
リ－フ

現在
modelS

1997
プリウス

コミュ－タ－カ－で
はシェアトップグル
－プには入れない

基礎知識 4

〇「電気自動車になれば電機メ－カ－でも容易に作れる」というのは素人の思い付き

・原動機は、自動車の性能や安全性の一部の要因でしかない。足回り、パワ－トレイン、操舵、ブレ－
キ、車体構造といった多くの要素により、性能、安全性が確保されており、この辺のノウハウは自動車
メ－カ－の独壇場。・・・中国の新興EVメ－カ－の技術者はドイツの自動車技術者
・EV用のモ－タ－は、各社内製・・・重電業界には作れない

〇補助金を当てにしていては量産規模が伸びずコストダウンはできない。コストダウンの意欲も削ぐ。
・・・予算制約・・10万台×50万円=500億円/1モデル、煩雑な手続き・・・プリウスは補助を当てにせず
・・・補助金は役人のため?



「エビデンス」ではなく「魅力」

ハ－バ－ド・ビジネススクールのケ－ススタディで引用されている本田宗一郎の言葉:

「市場調査は、ある意味で有効だと思う。例えば、既成の製品の評判を探ろうという場合
である。だからといってそれを基礎に改良品を出して売れるかといえば、それは判らない。
(中略)
大衆がもろ手を挙げて絶賛する商品は、大衆のまったく気の付かなかった楽しみを提
供する、新しい内容のものでなければならない。」

→市場調査では、素人の現状の性向が、わかるだけで、「破壊的技術」は生まれない。
市場調査を何回繰り返しても需要が大きくなるわけではない。

→EVも1990年代に市場調査などが盛んにおこなわれていた。・・・コミュ－タ－カ－

☆市場調査からはヒット商品は生まれない



電気自動車の助成制度

購入補助金

同機能通常車両量産価格

電気自動車量産価格水準

電気自動車量産価格水準 価格上乗せ

補助金

〇補助金というのは、本来年産3千台程度までの少量生産時までの制度

1/2 1/2

・メ－カ－は、コストダウン意欲を失う
・消費者にとっても必ずしも安くならない
補助金が付かないものは購入しない

電気自動車少量生産価格水準 アイミ-ブの価格水準(1500台/年)

リ－フの本来の価格水準
(10万台/年)

財政規律の観点から、価格差が大きいことが前提
実質補助率は最大でも1/2で普通はもっと小さい

・リ－フが出たころの予算は200億程度
・2020年12月
環境省は「再エネ電力と電気自動車や燃料電池車等を活用し
たゼロカーボンライフ・ワークスタイル先行モデル事業」と
して、３次補正に８０億円を計上した。
経産省では「災害時にも活用可能なクリーンエネルギー自動
車導入事業費補助金」として３次補正に３７億円を計上。

予算規模も量産車対応の規模にはならない



注：1.消費税収（自動車整備含む）は日本自動車工業会の推定。 2.税率は2020年5月1日現在。

税制優遇

環境性能割の税率（乗用車の例）

燃費性能等

税率

自家用
営業用

登録車 軽自動車

電気自動車等

非課税

非課税 非課税
★★★★星四つかつ2020年度燃費基準
＋20％達成車

★★★★星四つかつ2020年度燃費基準
＋10％達成車

1.0％

★★★★星四つかつ2020年度燃費基準
達成車

2.0％ 1.0％ 0.5％

★★★★星四つかつ2015年度燃費基準
＋10％達成車 3.0％ 2.0％

1.0％

2.0％上記以外

自動車関係税制

自動車税（種別割） 自動車重量税

＊EVは、道路を使用す

るのに揮発油税を払わ
ないという議論がある。



日当り走行距離（ｋｍ）

車両総重量
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大型トラック（運送業）

大型トラック（自家用）

都市間高速バス
大型観光バス

中型トラック

小型トラック

乗用車( 170モデル)

年間販売 2,400千台
保有台数40,100千台

軽乗用・トラック
(50モデル)

年間販売2.000千台
保有台数26,200千
台

小型トラック(12モデル)
年間販売 290千台
保有台数5,540千台

小型バス(7モデル)
年間販売 9千台
保有台数120千台

小型乗用車(1.5L未満)
70モデル

年間販売 1,000千台
保有台数13,000千台

中型トラック(4モデル)
年間販売 15千台
保有台数290千台

大型路線バス(7モデル)
年間販売 7千台
保有台数 51千台

大型観光・都市間高速バス(8モデル)
年間販売 観光 7千台、都市間高速1千台
保有台数 観光50千台、都市間高速9千台

大型トラック(5モデル)
年間販売 営業用 17千台、自家用 2千台
保有台数 営業用320千台、自家用50千台大型路線バス

小型バス

EV

基礎知識 5 車格による車種転換の適性

バイオ・
FCV?

※数字は、2009年末の数字
※モデル数は特殊なものを除く



EV-
volumes.com

〇2020年の世界のEV販売は、43%増
日本だけ28%の減少

日本は2020年の国別販売ベスト10に登場せず

世界から取り残される日本のEV



Place 2014 2015 2016 2017 2018 2019

1
USA/Norway*

China China China China China

2 Norway Norway Norway Norway Norway

3 China USA Sweden

USA/Sweden

USA Netherlands

4 Japan Netherlands Iceland Korea Sweden

5 France/Germany France Ukraine Korea/Japan Sweden USA

6 Japan USA Netherlands Korea

7 --- Korea Korea/Japan Iceland UK

UK/Iceland

8 --- --- Germany Iceland

9 --- --- France Ukraine Japan France

10 --- --- Netherlands France Germany/Ukraine Germany

Here’s a table showing each year’s ranking. Note that 2014 had only 6 countries, and 2015 seven. Back then I didn’t think there were 10 countries that merited being in a “Top” list yet.

出典：EV Sales

EV・ＰＨＶの国内販売台数の順位

13



〇モデル別では、リ－フがま
だ世界3位の販売

→他国では売れている



既に我が国の
優位はない。

ブリュッセル市内(2015年)

パリ市内(2015年)



〇IEAの持続可能な開発シナリオ:世界の電気自動車(2輪車を除く)の在庫は年間36%の増加。2030年
には2億4,500万台に達し、現在の30倍以上と予測。(IEA Global EV Outlook)

EVの普及予測

LCV = 中小型商用車
PLDV = 中小型乗用車



どのくらいのバッテリ－
を積載しているか

テスラ モデル3 75kwh         530km        136$/kwh

ポルシェ タイカン 79.2kwh        463km

メルセデス EQC 80kwh 400km

60-70kwh程度の搭載が
標準となる方向



EVバッテリ－の価格推移

〇テスラはモデルYでは、すでに
108$/kwhとしている。

〇家庭用蓄電池を買うよりEVを
買ったった方が割安に蓄電池を
入手できる。

→EVによる蓄電池の使用量はけ
た違い・・・量産効果



先進各国は、EV転換の目標を定めている



EV普及強化の動き
国 名 ガソリン・ディ－ゼル車販売禁止年 根拠等

アイスランド 2030 政府発表

アイルランド 2030 政府計画

イスラエル 2030 エネルギ－省計画

インド 2030 政府発表

英国 2030 首相発表

オランダ 2030 下院議決

スウェーデン 2030 環境大臣発言

スペイン 2040 政府発表

スロベニア 2030 政府発表

中国 2035 政府計画

ドイツ 2030 連邦上院議決

日本 2030年代半ば 乗用車販売EV100%化目標、経産省計画

ノルウェ－ 2025 与野党合意

フランス 2040 政府発表

州・都市名 ガソリン・ディ－ゼル車禁止年 規制の方式

カリフォルニア 2035 ZEV規制

ケベック州 2035 州政府発表

カナダ・BC州 2040 州政府発表

アムステルダム 2030 市内通行禁止

コペンハ－ゲン 2030 市中心部乗り入れ禁止

ロンドン 2030 市中心部乗り入れ禁止

オックスフォ－ド 2035 市中心部乗り入れ禁止

ミラノ 2030 市中心部乗り入れ禁止

ロサンゼルス 2030 市中心部乗り入れ禁止

シアトル 2030 市中心部乗り入れ禁止

バンク－バ－ 2030 市中心部乗り入れ禁止

ケ－プタウン 2030 市中心部乗り入れ禁止

オ－クランド 2030 市中心部乗り入れ禁止

東京都 2030 知事発言

＊NOxPM法制定時には、カ
リフォルニア規制を念頭に
将来のEVを意識していた。
→車種規制



欧州の主要メ－カ－は、主力車種をEV転換



販売断面

世界では2-3千モデル(車名)の自動車が販売されている。

中小
型車

(EV以
外)

EV

・自動車各社のEVの販売モデル数は近年
急速に伸びている。
・モデルチェンジは4-6年毎
・2030年に100%EVモデルになる?

現在、日本では、EVは2万台/年程度販売

日本の新車販売
は乗用車だけで
400万台以上

Transport & Environment

EV

今 2030年?

販売モデル数

次世代自動車振興センタ－



自動車平均使用年数

ストック

・乗用車の平均使用年数は13年程度
(平成30年3月末の乗用車(軽自動車を除く)の平均使用年数は13.24年)

・販売断面でEVが100%になっても、ストックが入れ替わ
るのは13年後。

・日本の自動車保有台数は令和2年11月末約 8200万台

・2019年末の日本のEV保有台数は、約12万4千台

2030年 2043年

次世代自動車振興センタ－

2019年

12.4万台

7千万台?

?万台



配電網の調整力としてのEV活用



我が国の車両保有台数は、8200万台

EV化の容易な車格の自動車は
7400万台

貨物 バス 乗用車 合計

普通 19,875,368 19,875,368

小型 3497954 116356 19,451,882 23066192

軽 8352670 22,844,557 31197227

合計 11850624 116356 62,171,807 74,138,787

4300万台×60kwh+3100万台×40kwh 
=38.2億kwh

10電力の発電設備容量 約2億kw

総発電設備容量 約3億kw

総発電量 平均約20億kwh/日
ピ－ク電力10社計 約1.5億kw



独立行政法人製品評価技術基盤機構化学物質管理センター(2015年の調査)

一般の乗用車は、平均すると1.3時間/日しか運転
されていない。
→ 95%は駐車場に止まっている。

一般の乗用車の使用実態



PV発電の需給ギャップと電力市場価格



Effect of electromobility on the 
power system and the integration 
of RES(2018)

充電サ－
ビス・プロ
バイダ－

充電設
備

EUでは、早くから取り
組んでいる。

●EUの調査では、加盟国のBEVの一日の平均的
な充電量は、5.5 ～ 15.6 kWh/d。



我が国ではVtoGは、まだ、認められていない

一般社団法人電動車両用電力供給システム協議会

カテゴリー0:EVから電気器具への直接供給
カテゴリー1:EVから専用コンセントへの供給

カテゴリー2:VtoHと系統toHの切り替えによる供給

カテゴリー3:家庭内配線にevを繋ぎVtoHを行うが系
統逆潮はしない。
カテゴリー4:家庭内配線にevを繋ぎVtoHを行い、系
統逆潮も可とする。
カテゴリー5:EVを直接グリッド接続(VtoG)。

●欧米では、VtoGの実証が、先行しており、2016年8月にはデンマ－クでVtoGの商業事業が行われている。



環境省HP

浦和美園

Looop

さいたま市



日産資料



小田原市



一定規模以上の大規模事業者
エネルギ－使用量原油換算年間1500kl以上
非エネ起源温室効果ガス排出量年間3000t以上
トラック100台以上、バス100台以上、タクシ－150台
以上、鉄道150両以上

・事業者排出量削減計画書制度で目標削減率の引上げ
・新車の50%以上をエコカ－

中小事業者等
300m2以上の建築物

・新築等に際して再エネ設置義務、利用届出書の提出

自動車販売
自動車販売事業者の義務
・温室効果ガスの排出の少ない新車の提供努力義務
・温室効果ガスの排出をしない自動車の販売報告義務

京都市条例

事業者向けの基本的な政策フレ－ムはあるので、後
は、対策の進捗状況に応じて、 30年後の目標達成
を目指して逐次、基準を変えていけばよさそう。

目標
2030年 40%削減
2050年 ネットゼロ

・大規模事業者等や市の各部局のの計画的推進の法
定目標

・市の全ての制度は、目標との整合を求められる。

京都プロジェクト



家庭等

家庭や小規模事業者などの一般市民に対しては、再生可能
エネルギ－の優先的な利用、省エネ、徒歩・自転車・公共交
通機関利用、自動車使用に伴う温室効果ガスの排出抑制につ
いての努力義務が課されている。

一般市民に対しては、努力義務であるので、27%を占める

家庭からの温室効果ガスの排出を削減するためのスキ－ムが
必用。

家庭や中小事業者の再エネエネルギ－使用を推進する京都府の施策

ゼロ円ソ－ラ－推進 再エネ需要開拓
再エネ普及

総計 23400Gwh

100%

電力 8900Gwh

38.0%

ガス 6800Gwh

29.1%

石油 7700Gwh

32.9%

産業 3700Gwh

15.8%

5500Gwh

23.5%

3950Gwh

16.9%

1450Gwh

6.2%

業務 7200Gwh

30.8%

家庭 6250Gwh

26.7%

2900Gwh

12.4%

2850Gwh注
12.2%

500

2.1%

運輸 6250Gwh

26.7%

500

2.1%

－
(LPGは除外)

5750Gwh

24.6%

2011年度



「従来の屋根材より美しい」太陽光パネル、米テスラが発表

⇒この機会に瓦屋根で統一された街を再現

京都市のPVポテンシャル調査
・航空写真より詳細にル－フトップソ－ラ－の設置可能
面積を調査。

・屋根の空き面積率・・・空地係数
・建物種別の太陽光パネル設置可能割合・・・設置係数
・景観規制・・・保存地区・風致地区・美観地区等
・日陰、日射量

〇PVポテンシャルとしては、7.3Gw、23.4Gwh/日
〇京都市の
家庭電力消費 7.9Gwh/日(2011年度)
総電力消費 24.3Gwh/日(2011年度)

総数 乗用車 貨物車 その他 軽
総数 総数 普通車 小型車 総数 普通車 小型車 総数 バ ス その他 四輪車

579,483 378,731 150,524 228,207 64,114 16,979 47,135 14,467 2,361 12,106 122,171

(平成15年度)

京都市の自動車保有台数

〇乗用車+軽自動車で約50万台
38万台×60kwh+12万台×40kwh=27.6Gwh

https://tech.nikkeibp.co.jp/dm/atcl/news/16/103104777/?SS=imgview_msb&FD=4485451
https://tech.nikkeibp.co.jp/dm/atcl/news/16/103104777/?SS=imgview_msb&FD=3561930


〇京都市内にある再エネポテンシャルは太陽光発電

〇民生用電力の相当部分は、京都市内の再エネポテンシャルで賄える。

〇FITや電力市場を用いると京都市外に再エネ電力が流出

〇国立環境研究所の試算によると
京都市の建物の屋根の70％にPVを設置し、乗用車をすべてEVとするとV2H，V2Gを通じて京都市の民生電力
の70％近くを供給できる。

〇発電と需要のアンマッチは、系統or蓄電池?

地域ＰＰＳ

ソ－ラ－事業SPC
資金調達・設置・管理

家庭等

屋
根
貨
し

電力

電
力

支払

電
力

調整
力

市場

支
払

ソ－ラ
－自家
消費

一般的な電力地域循環システム



「ゼロ円ソ－ラ－」と「EE電」を連携してPV電力を他地域に流出させ
ない仕組みが必用

京都市内の需要・・EE電

市内の再エネ発電量
ゼロ円ソ－ラ－

◎京都市内で発電できる再エネと京都市内の電
力需要の関係は、事業系の需要も含めると需要
の方が大きくなるものと想定されるので、「ゼ
ロ円ソ－ラ－」で発電した電力は、極力京都市
内に還流し、不足分をEE電の事業者が、市外か
ら集める必要がある。



市場価格変動を如何に克服するか

◎ゼロ円ソ－ラ－の業者にとっては、余剰電力
をそのまま電力市場に出すと、市場価格の最も
低下している昼間に売り出すことになり、有効
な収入とならない。一方で電力市場価格が高く
なる夕方には余剰電力は発生しなくなる。

◎EE電PPSにとっては、電力市場価格が安い

時には電力需要は小さく、電力市場価格が高い
時に需要が大きくなるので、電力の仕入れ原価
が高くなる。

◎双方にとってメリットがあるのは、昼間のゼロ
円ソ－ラ－の余剰電力を蓄電し、夕刻の電力価格
の高い時に割安価格でEE電PPSに提供することで
ある。



如何にして蓄電池を安価で確保するか

◎現在各地で実証事業が行われている自給自足型のシステムでは、この部分に蓄電池を導入することが多いが、
蓄電池の導入は、コストアップ要因となる。

◎一方で、ここ数年の内に自動車各社は電気自動車を主力製品として一斉に販売開始する方向にあるので、む
しろ電気自動車の蓄電池を利用するほうが安価となる。
◎近年の電気自動車に搭載される蓄電池は60kwhが標準となっている。京都市内のピ－ク需要を約150万kwと
すると、25000台ほどの電気自動車の蓄電池で1時間のピ－クを賄うことができる。
京都市内の乗用車は、約40万台あるので、1割程度の乗用車がEV化されるだけで、十分な調整力となりそう

である。2050年の時点では、当然、EV化率10%以上は達成されているであろうから、今から、EVを利用した
バランシングシステムを構築していくことが重要であろう。
◎京都市は、自動車交通量の削減という方針を持つこと、直ぐにはEVが本格的に普及しないことを想定する
と、当初はEVシェアリングのシステムを導入してEV車両を確保することが現実的。



会社と個人でカ-シェアするコ－ホ゜レ－トカ-シェアシステムでEVの台数を確保しつつ、
予約・走行・充電情報に基づきEV蓄電池の充放電を管理



DSOのEMS 
電力市場

地元電力市場

再エネ価値市場

EVシェアリング・EV群管
理システム

ゼロ円ソ－ラ－
発電事業法人

EE電ＰＰＳ

① ゼロ円ソ－ラ－事業者は、ゼロ円ソ－ラ－の余剰電
力をEMS→EE電PPSに売却する。(市場価格:低)

② EE電PPSは、ゼロ円ソ－ラ－余剰電力をEV群管理シ
ステムに渡す。(市場価格:低)

③ EV群管理システムは、 EE電PPS の電力をEV蓄電池
に貯蔵する。(市場価格:低)

④ EV群管理システムは、電力需給ひっ迫時にEV蓄電池
から放電し、EMSに渡す。(市場価格:高)

⑤ EV群管理システムは、EVの利用状況を見ながら適切
な車両にて充放電を行う。

⑥ EE電PPSは、EV放電電力をゼロ円ソ－ラ－(を経て家
庭)または、市場に売却する。(市場価格:高)

⑦ 充放電、売買の管理、決済のシステム構築

実証事業の位置づけ案

ゼロ円ソ－ラ－事業者
は、設置者へ自己給電



御静聴ありがとうございました。
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